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Ⅰ．京都銀行の概要
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京都銀行カードローン＜ダイレクト＞
イメージキャラクター「おつきあい君」



1941年 「丹和銀行」として創立（本店：京都府福知山市）
1951年 「京都銀行」と改称
1953年 京都市（現在地）に本店を移転

大阪支店（現大阪営業部）開設
1963年 東京支店（現東京営業部）開設
1973年 京都証券取引所に上場
1984年 東京・大阪両証券取引所第二部に上場
1986年 東京・大阪両証券取引所第一部に指定替え

１．京都銀行の歴史

2001年 M&A業務開始

2009年 事業承継支援業務開始

2017年 京銀証券営業開始

2018年 信託業務への銀行本体参入

2000年 滋賀県進出（草津支店）

2004年 奈良県進出（高の原支店）

2004年 兵庫県進出（尼崎支店）

2011年 愛知県進出（名古屋支店）

地域の
トップバンクへ

京都府北部で
誕生

広域型
地方銀行

３

新・第１次中期経営計画（202３年度～3か年）

総合ソリューション企業へ
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２．預金・貸出金の推移

地銀8位

地銀９位
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地銀13位

地銀18位

地銀44位

地銀44位

預金・譲渡性預金残高

貸出金残高



総資産(連結) 1０兆８，０６５億円

預金+NCD 8兆９，０３９億円

貸出金 6兆２，７２５億円

資本金 ４２１億円

自己資本比率

（連結）
国内基準…１２．５１ %

格付
R&I:A-

S&P:A-

拠点数 197 か所

海外拠点 香港・上海・大連・バンコク

商号 株式会社 京都銀行

上場 東京証券取引所（証券コード：8369）

所在地 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地

代表者 取締役頭取 土井 伸宏

設立 1941年（昭和16年）10月1日

従業員数 3, ４４１ 名

３．京都銀行の概要

京都銀行

京銀証券

京都信用

保証サービス

京銀リース・

キャピタル

京都総合経済

研究所

京都クレジット

サービス

京銀カード

サービス

烏丸商事

ｽｶｲｵｰｼｬﾝ･

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

京都銀行グループ

経営理念：「地域社会の繁栄に奉仕する」
（2022年12月31日時点）
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項目 京都府 全国順位 2府3県の合計 全国シェア

人口（2022年） 251万人 13位 1,955万人 15.5%

世帯（2022年） 123万世帯 13位 945万世帯 15.8%

県内総生産
（2018年度名目）

10兆6,655億円
（全国の約2%）

13位 82兆5,295億円 14.6%

事業所数（2019年） 13万事業所 12位 102万事業所 16.0%

４．近畿地方の概要

京都府、2府3県の経済の規模・特徴

項目 京都府 全国順位 2府3県の合計 全国シェア

預金（※） ２４兆円 １１位 １６８兆円 １５％

貸出金（※） １２兆円 １２位 ８３兆円 １３％

（※）2022年3月末残高 国内銀行（ゆうちょ銀行除く）＋信用金庫

京都府
滋賀県

奈良県

大阪府

兵庫県



５．エリア別状況
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57,065 58,673 60,173
64,924

71,105 73,415

7,410
7,934

8,530

8,437

9,273
9,492

3,277
3,457

3,688

3,968

4,356
4,592

7,136
7,100

5,576

3,920

3,140
1,602

17上 18上 19上 20上 21上 22上

（億円）エリア別 預金・譲渡性預金（平残）

77,970

87,877

74,890
77,165

81,250

京都

大阪・兵庫

滋賀・奈良

東京・愛知

89,104

2022年度上期実績 （前年同期比）
京都＋2,309億円、大阪・兵庫＋218億円、
滋賀・奈良＋236億円、東京・愛知△1,538億円

27,909 29,038 29,801
33,157 33,761 33,850

9,872
10,725 11,043

11,455 12,111 12,7124,291
4,684

4,967

5,213
5,451 5,681

7,551

8,502
8,891

9,945
9,511

9,415

17上 18上 19上 20上 21上 22上

エリア別 貸出金（平残）

2022年度上期実績 （前年同期比）
京都＋88億円、大阪・兵庫＋601億円、
滋賀・奈良＋229億円、東京・愛知△95億円

54,703

61,659

49,624

52,951

59,772

（億円）

60,835

預金・譲渡性預金平残の推移 貸出金平残の推移



６．地域企業の創業・成長を通じた成長モデル
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投融資・
伴走支援

地域社会
の発展

当行自身の成長

お客さまの
成長・活躍

地域社会の持続的発展の
好循環

強固な財務基盤
・有価証券評価損益 7,566億円（地銀トップ）

さらなる成長投資
・創業・成長支援の高度化
・店舗チャネルの刷新
・デジタル化推進
・After Corona投資

安定した株主還元
・総還元性向５０％以上へ

13 

69 

0

100

1953 2022

京都府の上場企業数

地域企業の成長と新産業創発

（注）当行調べ、当行を除く

（2022年度9月期）



Ⅱ．経営戦略
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１．持株会社体制への移行

環境変化に機動的かつ柔軟に対応できる持続可能なビジネスモデルの確立をめざす

経営環境

地域社会の低成長低金利環境の長期化 新たな社会的課題

人口減少、地方経済縮小

少子高齢化

デジタル化の進展（DX）

脱炭素・サステナビリティ
貸出資金利益の減少

銀行に対する規制緩和

銀行グループとして地域社会へ

貢献できる選択肢の増加

地域社会の活性化に貢献し、地域とともにこれからも持続的に成長を遂げるため、

新しいビジネスモデル へ

持株会社体制への移行のねらい

役職員の意識・考動改革、
グループ会社の自立的成長

グループガバナンスの
高度化

すべてのステークホルダー（お客さま、地域社会、株主、従業員）

に対する企業価値の向上をはかる

ソリューション機能の拡充と
新事業領域の拡大

グループシナジーの最大化

「持株会社体制への移行（2023年10月をめど）の検討」を開始

966 
1,652 

1,223 

1,982 1,902 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 …

1.05 1.06 
1.06 

1.13 1.10 

中長期的に
持続的な拡大へ

目指す
方向性

連単倍率

（百万円）

グループ会社の収益状況（連単差）
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・これまで強化してきた「広域型地方銀行」としての経営基盤、高度化を進めてきた
機能・サービスおよび、2023年10月初旬を目途として現在検討を進めている
持株会社への移行を掛け合わせることで、総合ソリューション企業としての
『新たな成長・発展のステージ』に移る。

・新たなステージにおける最初の経営計画であることから「新・第1次中期経営計画」
とし、第一歩を力強く踏み出す３年間とする。

2．中期経営計画の位置付け



新・第1次中期経営計画

（2023年4月～2026年3月）

計画指標

経営理念 地域社会の繁栄に奉仕する
～地域の成長を牽引し
ともに未来を創造する～

経営方針 １．地域・お客さま・従業員の信認
２．社会・市場の信認

中計テーマ ・グループ総合力の強化
・コンサルティング強化
・DX推進
・人的資本経営の実践

地域の成長を牽引し、ともに未来を創造する
総合ソリューション企業

新たなステージで
第一歩を力強く踏み出す3年間

計画骨子

位置付け

グループ戦略 コンサルティング戦略

デジタル・IT戦略 人財戦略

実績
（2022年度
予想）

目標
（2025年度）

目指す
水準

ROE
株主資本ﾍﾞｰｽ
（純資産ﾍﾞｰｽ）

5.2％

（2.4％）

6％

（3％）

8％

（5％）

親会社
株主帰属利益
（連結当期純利益）

250億円 300億円 500億円

自己資本比率 12.9％ 11％台 11％程度

経営理念実現の為
長期的に目指す姿

12

中計テーマ 事業領域の拡大

ステークホルダーの満足度向上

積
極
的
な
変
革
・挑
戦

企
業
価
値
の
向
上

グループ総合力
の強化

コンサルティング
強化

DX推進
人的資本経営の

実践

3．中期経営計画の概要



4．グループ戦略
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【営業店活動】 【本部活動】

5．コンサルティング戦略①（法人分野）

新中計 課題解決型営業を起点により深くビジネス化

地域貢献 企業価値向上
貸出金・リース取引
増量、シェア拡大

役務収益拡大 基盤拡大

取引先への伴走支援の拡大課題解決型営業の深化・拡大

〇アクションプランシートの活用
〇課題解決型会議の実施
〇グループ各社の機能フル活用
〇コンサルティング人財の育成

〇伴走型アドバイザリー業務の開始
〇成長分野（SDGｓ・脱炭素支援）の強化
〇事業承継関連ビジネスの強化
〇高度ファイナンス分野の強化
〇国際業務における高度化

前中期経営計画では、事業先のお客さまへ多様化・高度化するニーズへご提供→着実に成果へ

2,762 

5,402 
6,502 

20年度 21年度 22年度上

（先）

コロナサポート先数（累計）

3,155 

8,696 

11,220 

20年度 21年度 22年度上

（件）
中計目標 (22年度)

10,000先 前倒し達成

ビジネスマッチング商談設定件数
（前中計期間中〈20/4~22/9〉累計）

533 

1,288 

1,684 

20年度 21年度 22年度上

買収ニーズ 譲渡ニーズ
（件）

Ｍ＆Ａニーズ受付件数
（前中計期間中〈20/4~22/9〉累計）

28

31 31

41
48

19年度 20年度 21年度 22年度

（計画）

法人ぐるみ収益
（億円）

お客さまの課題解決を1社でも多く！！

①課題・
ニーズの把握

②課題の抽出

③課題解決に
向けた提案

④具体的な
解決策の取組

上
期
実
績
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前中期経営計画では、ライフステージに応じたソリューションを実践 → 着実に成果へ

5,082 5,488 5,829 5,709 

1,067 
1,157 

1,287 1,466 
6,151 

6,646 
7,119 7,177 

20/3 21/3 22/3 22/9

預かり資産残高

京銀証券 当行
（億円）

25 

37 40 

49 

19年度 20年度 21年度 22年度…

（億円）

上
期
実
績

預かり資産収益・信託関連収益

（銀行単体＋京銀証券収益）

21/3 22/3 22/9

（先）
投資信託取引先数

219 

332 

424 

100

21/3 22/3 22/9

遺言信託 保管中遺言件数
（累計）

76,807

84,067

87,150

（件）

6．コンサルティング戦略②（預かり資産分野）

新・第１次中期経営計画 ～お客さまの最善の利益を実現～

すべてのお客さまに「銀・証・信」によるコンサルティングの提供を！！＜預かり資産残高１兆円に向けて＞

【社会環境・課題を踏まえた対応】
・金融教育を通じた職域先・学校・地域住民の金融リテラシー向上
・ポートフォリオ提案を通じた高付加価値営業、顧客資産管理の実践
・団塊世代に対する相続・資産承継や介護ニーズへの対応力の向上

安定的な資産形成の促進
「顧客本位の業務運営」の浸透
お客さまの高齢化の進展

政府の資産所得倍増プラン
新NISAスタート

⇔ 当行の個人資産倍増プラン

資産形成層 資産活用層 相続・資産承継層

預かり資産先数 ： ２倍
１０万先 ⇒ ２０万先

遺言信託・遺産整理業務件数：２倍
年間２００件 ⇒ ４００件

15



7．コンサルティング戦略③（地方創生・地域活性化）
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銀行業務・事務手続のデジタル化

96.9％が
非対面
（22.9）

ATM
17.3%

支店
3.1%

ＷＥＢ 79.6％

【非対面】
振込比率 普通預金口座開設（個人）

95.3％

投資信託受付
92.5％

生命保険受付
95.6％

（22.9）
【タブレット】
受付比率

17年度 19年度 21年度 22年度上

65.4％

23.7％

【Ｗｅｂ】
投信販売件数割合

28.5%

88.1%

12.9%

58.1%

20年度
上

20年度
下

21年度
上

21年度
下

22年度
上

証書貸付

融資当貸

【Ｗｅｂ】
電子契約サービス割合

銀行サービスのデジタル化

22,821 

868 

21/3 22/3 23/3

(計画)

（件）

京銀ビジネスポータルサイト
【法人】

17,430

30,000

上
期
実
績

374 205 

320 

400 

21/3 22/3 23/3

(計画)

上
期
実
績

（千件）

【個人】
京銀アプリ

中計目標

30万件を達成

新規ビジネスデジタル化

地域金融機関の連携によるECモール事業を開始

京都銀行グループのECモール

「COTOYOLI MALL（ことよりモール）」

本業支援 × 地方創生

■ リアルで築いた地域やお客さまとのネットワークを発揮

■ 地域金融機関だから発掘できる「知る人ぞ知る商材」の発掘

京都銀行グループのECモール

「COTOYOLI MALL（ことよりモール）」

運営：烏丸商事（京都銀行グループ会社）

＜京都銀行 取引先企業＞

出店企業① 出店企業② 出店企業③

ECポータルサイト「&WA（アンドワ）」
各金融機関のECへ遷移するサイト

秋田銀行グループの
ECモール

西日本シティ銀行
グループの
ECモール

京都銀行の

個人のお客さま

秋田銀行の

個人のお客さま
西日本シティ銀行の

個人のお客さま

銀行
アプリ

HP
SNS

/ 広告
銀行
アプリ

HP
SNS

/ 広告
銀行
アプリ

HP
SNS

/ 広告

連携する地域金融機関の拡大による全国の活性化へ

8．デジタル・IT戦略①（前中期経営計画からの取組み）
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9．デジタル・IT戦略②（ことよりモール）

18

ことよりモール 🔍 検索まずは

サイトイメージ
会員登録



10．デジタル・IT戦略③（新・第１次中期経営計画の取組み）
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地域に対するおもいの実現に向けて

プロフェッショナル（専門職）人財制度

各分野においてより一層の専門性を追求し、銀行業から総合金融
ソリューション業へとさらなる成長・発展を遂げていくうえで、
その担い手となる行員を選抜・登用する制度

■プロフェッショナル ■シニア・プロフェッショナル

４ 人（22年9月末） ４ 人（22年9月末）

・事業承継業務
・M&A業務
・市場運用業務
・システム分野

・IT・デジタル分野
・信託業務
・事務管理分野
・システム分野

専門資格取得者数

４４３ 人CFP

１,２５６人AFP

FP１級

２,５０７人FP2級

１６４ 人

証券アナリスト ３０ 人

女性活躍支援

176 

613 
49 

270 

0

500

07/3 22/9

（人）

役席のうち女性の割合

20.8％

2030年
役席比率３０％ へ

女性役席

女性主任

支店長

中途採用

12.7%

高度専門人財の育成・確保 多様化・高度化する顧客ニーズに対応

多様な人財の活躍

中途採用 アクティブ・シニア制度

7

88

134

15/3 20/3 22/9

65歳の雇用期限を

迎えた定年再雇用
のうち、専門的な
知識・経験・健康を
兼ね備えた高年齢
者を最長75歳まで

雇用する制度
（2014．4創設、
2020.3改定）

（人）

11．人財戦略① （前中期経営計画からの取組み）
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12．人財戦略② （新・第１次中期経営計画の取組み）

【人的資本経営】経営戦略と連動した人財戦略の実践

21



13．人財戦略③ （人財育成）

人財育成

22



Ⅲ．トピックス
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1．持続可能な社会に向けた取り組み①

ＳＤＧｓ宣言サポート取組実績（累計）

現状把握理 解 経営戦略への組み込み サステナビリティ経営の実現に向けた取り組み

経営者向け勉強会 ＳＤＧｓ宣言サポート サステナビリティ経営サポート

（21.11～） （22.7～）

・SDGsへの取組状況の確認と課題の整理

・SDGsの取組状況のフィードバック

・「SDGs宣言書」の策定支援

サステナビリティ経営の軸となるマテリ

アリティを特定し、「サステナビリティ

経営方針」策定までを支援

ＳＤＧｓ実行サポート
（22.10～）

専門性をもったプロ人材を活用して、

SDGsの取り組みに関する課題解決を支援

■ グリーンローン ■ ソーシャルローン

■ サステナビリティローン ■ トランジションローン

■ サステナビリティ・リンク・ローン ■ ポジティブ・インパクト・ファイナンス

■ 京銀ＳＤＧｓ私募債「未来にエール」～次世代を担うこどもたちへ～

■ 京銀ＳＤＧｓ私募債「医療にエール」）

■ 震災時元本免除特約付き融資 ■ 豪雨災害時元本免除特約付き融資

■ 営業継続費用保険付きローン ■ 生命保険付きローン（あんしん経営）

◆ 省エネ（測定）

◆ 省エネ（太陽光・設備）

◆ 福利厚生

◆ 人材確保 等

外部機関との連携
融
資
・
私
募
債

21/11 22/3 22/9 23/3

(計画)

232 先

655 
1,385 

10,000 

20年度 21年度 30年度
(計画)

（億円）

532 先
＋500 先

顧客向けＳＤＧｓコンサルティング

ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ（投融資）取組実績・目標

＜累計＞
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2．持続可能な社会に向けた取り組み②

京都府「サプライチェーン脱炭素化支援事業」への参加

・ＳＢＴ（Science Based Targets）
・中小企業版ＳＢＴ

・RE Action（再エネ100宣言）
・その他、グローバルな潮流に沿う
脱炭素に関する認証

京都府

一般社団法人

京都知恵産業創造の森

コンサル

支援対象企業
5社程度

④省エネ補助金

⑥他のサプライチェーン
への横展開

①省エネ診断

②ＧＨＧ排出量把握・
削減計画策定・体制構築支援

③認証取得支援 ※

※当該中小企業のサプライチェーンに
含まれる上場企業（連携事業者）とともに応募

府内企業

⑤他のサプライヤーへの横展開

※対象の認証制度
脱炭素化に意欲的な企業に対して、SBT等の

国際認証等に整合した排出量削減目標や再生

可能エネルギーの導入計画の策定等を支援

■京都府と連携し、取引先の脱炭素化、地域の脱炭素化へ貢献

■取引先の支援サービスを順次拡大

株式会社川島織物セルコン

京都銀行

事業の目的

連携事業者

支援対象企業

■「京銀未来ファンド３号 for SDGs」設立（22年）

■「グローバル・ブレイン８号ファンド」へ出資（21年）

総額 １００億円 へ

１０年間で総額５０億円を目途に継続的に投資

◇ 出資総額５０億円突破

（ファンド総額 ２０億円）

投資社数 ３ 社

投資総額 総額 約１億４千万円 （22.9末 時点）

■「京銀ネクストファンド」設立（21.3）（事業承継ファンド）

（22.9末 時点）

投資社数 ３ 社

投資総額 総額 約 ７億円

１０年間で総額 １００億円 を目途に継続的に投資

地域社会全体の脱炭素化

創業・成長支援 事業承継



Ⅳ．株式のご案内



１．株主還元

親会社株主に帰属する当期純利益に対する総還元性向５０％以上とする

175 167 
212 213 

186 193 

316 

203 168 

206 

250 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
(予定)

一株当たり
配当金（円）

当期純利益
（億円）

50
60 60

100 100

（記念配当5円）

（※1）2017年度以前は2017年10月1日の株式併合が期首にあったものとして算出

※当ページはすべて親会社株主に帰属する当期純利益ベースで記載

22.2%
26.9%

36.5%

42%

19 20 21 22

（特別配当40円）

55

年度

(予定)

年度

27

140

(予定)

ご参考）配当性向の推移

株主還元方針

総還元性向の推移

一株当たり配当金の推移

45 45

75

10525

50

22.2
26.9

48.6

62

0

10

20

30

40

50

60

70

0

50

100

150

200

19 20 21 22

％

100
配当総額

自己株式取得額

総還元性向

年度

（億円）

155

60 60 60 60



２．株主優待制度の新設

株主のみなさまの日ごろのご支援に感謝するとともにより多くの方々に当行株式を保有していただくために、
株主優待制度を新設（2023年1月31日適時開示）

対象となる株主さま 当行株式２００株（２単元）以上保有

開始時期 2023年3月末現在の株主名簿に記載された株主様を対象に開始

株主優待の内容

右の①②③からお
選びいただきます。

①当行グループが運営するオンラインショップ「ことよりモール」でのお買い物に
利用いただけるご優待（４，０００円相当）
※「ことよりモール」の会員登録が必要となります。会員登録・お買い物には

インターネット環境が必要となります。

②ことよりモール取扱い商品（３，０００円相当）贈呈

※当行指定の商品からお選びいただき、はがきにてお申込みいただきます。

③社会貢献活動への寄付（３，０００円）

京都銀行グループ オンラインショップ「ことよりモール」

名称 ことよりモール

名称コンセプト ・生活、暮らし、人生に彩りを！
・気軽に古都に寄れるモール
・古都より、魅力的な商品・情報を発信

運営主体 烏丸商事株式会社（京都銀行グループ）

ＵＲＬ https://www.kyotobank.co.jp/ecmall/
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（2023年3月31日時点）

証券コｰド 8369（東証プライム）

株価

時価総額

予想配当利回り

連結ＰＥＲ

連結ＰＢＲ

連結ＲＯＥ

単元

６,２５０円

４，７４０億円

２.２４％

２２.９０倍

０.４３倍

１.８％

１００株

３．株式の状況①

29

株価指数の状況 株価指標
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持株数

（千株）

持株比率

（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
8,884 11.8%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,991 3.9%

日本生命保険相互会社 2,730 3.6%

東京海上日動火災保険株式会社 2,537 3.3%

明治安田生命保険相互会社 2,500 3.3%

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE

SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS

INTERNATIONAL VALUE EQITY TRUST

2,032 2.7%

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140051 1,985 2.6%

京セラ株式会社 1,596 2.1%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（退職給付信託口・オムロン株式会社口）
1,528 2.0%

住友生命保険相互会社 1,318 1.7%

当行への出資状況

株主の氏名又は名称

発行可能株式総数 200,000千株
発行済株式の総数 75,840千株
株主数 8,910名（2022年9月末）

１．持株数は、千株未満を切り捨て
２．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を控除のうえ算出し、

小数点第２位以下を切り捨て

所有者別
持株数

（千株）

持株比率

（％）

政府・地公体 150 0.1%

金融機関 31,441 41.8%

証券会社 1,082 1.4%

その他国内法人 12,073 16.0%

外国法人等 22,308 29.6%

個人・その他 8,143 10.8%

４．株式の状況②

政府・地公体 0.1%

金融機関, 
41.8%

証券会社
1.4%

その他国

内法人
16.0%

外国法人等
29.6%

個人・そ

の他
10.8%



Ⅴ．資料編
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減益要因

増益要因

・国債等債券損益の減少

（△ 38億円）

・コア業務純益の増加

（+ 31億円）

・株式等関係損益の増加

（+13億円）

・信用コストの減少

（△22億円）

【単体】 （単位：億円）

21年度
中間

22年度
中間 前年同期比

業務粗利益 478 467 △11
資金利益 411 421 10
役務取引等利益 56 59 3
その他業務利益 10 △13 △ 23

うち国債等債券損益 6 △32 △ 38
経費 273 270 △ 3
実質業務純益 205 196 △9

コア業務純益 198 229 31
除く投資信託解約損益 193 221 28

一般貸倒引当金繰入額 (A) 28 △9 △37
業務純益 176 205 29
臨時損益 1 1 0

不良債権処理額 (B) △0 15 15
その他 0 17 17

うち株式等関係損益 ２ 15 13
経常利益 177 207 30

特別損益 △3 △ 1 2

中間純利益 128 150 22

信用コスト (A)+(B) 28 6 △22

【連結】

連結粗利益 504 494 △10
連結経常利益 192 222 30
親会社株主に帰属する中間純利益 137 159 21

資料編1．2022年度中間決算概要
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減益要因

増益要因

・国債等債券損益の減少

（△ 36億円）

・コア業務純益の増加

（+ 23億円）

・株式等関係損益の増加

（+11億円）

・信用コストの減少

（△25億円）

【単体】 （単位：億円）

21年度
第3四半期

22年度
第3四半期 前年同期比

業務粗利益 745 731 △14
資金利益 649 646 △2
役務取引等利益 83 88 4
その他業務利益 12 △4 △ 16

うち国債等債券損益 5 △30 △ 36
経費 403 401 △ 1
実質業務純益 341 329 △12

コア業務純益 336 359 23
除く投資信託解約損益 329 352 23

一般貸倒引当金繰入額 (A) 26 △5 △31
業務純益 315 335 19
臨時損益 △5 4 10

不良債権処理額 (B) 9 16 6
その他 3 20 17

うち株式等関係損益 6 17 11
経常利益 309 339 30

特別損益 △3 △ 2 0

四半期純利益 225 246 21

信用コスト (A)+(B) 35 10 △25

【連結】

連結粗利益 784 770 △13
連結経常利益 330 360 29
親会社株主に帰属する中間純利益 238 258 20

資料編2．2022年度第３四半期決算概要



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での予想・計画と

異なる可能性があることにご留意ください。

［照会先］

株式会社 京都銀行 経営企画部

電話：075-361-2292

FAX：075-361-4581

https：//www.kyotobank.co.jp/


